






研究要旨 

情報の公開、開示、あるいは提供、または権利擁護という課題は、競争、選択、契約、自

己責任を重視する市場原理の導入、規制緩和、地方分権、説明責任等の課題とともに、1980

年代、さらには 90 年代を通じて、経済、政治、行政をはじめ我が国の社会のあらゆる領域

のなかで追求されてきた課題である。 

この報告書が課題としてきている児童福祉の領域における情報の開示・提供、権利擁護と

いう問題も、基本的にはそうした文脈のなかにあって、1997 年以降社会福祉の基礎構造改

革の必要性が強調されるなかで改めて関心をよぶことになった。しかし、社会福祉、なか

でも児童福祉の領域において情報の開示や提供がどの程度、どのようなかたちで行われて

きているのか、その実態、また権利擁護を巡る問題状況は、これまではほとんど明らかに

されてきていない。この報告書は、それを解明しようとした調査の結果とその意義につい

て論じたものである。 

通常、この種の報告書は、調査の結果とその解釈や意義を中心にとりまとめられているこ

とが多いが、この報告書は、調査の設計と実施、結果の解釈という一連の過程において共

同して研究を推進してきた研究者による個別のレポートを中心にして編集されている。こ

の研究において共同で実施した調査の結果と解釈については巻末に収録されているが、報

告書の主要な部分を構成するレポートは、その調査を踏まえつつ、あらかじめ設定された

テーマについて個人の責任において執筆されたものである。スタイルとしてやや異例の報

告書となったが、共同研究の長所と個人の責任による自由な議論の効用をあわせて追求し

ようとする試みとしてご理解いただければと考える。 

この報告書が児童福祉の領域における情報の公開、開示、提供、また利用者(子どもと保護

者)の権利擁護の推進に役立ち、そのことを通じて児童福祉サービスの一層の発展に資する

ことができれば幸いである。 


